
パートナー

土岐 俊太
Shunta  Doki

大阪弁護士会所属（2018年登録 68期）
（第二東京弁護士会2015年登録より2018年に登録変更）
ニューヨーク州弁護士（2024年登録）
一種証券外務員資格取得（2014年取得）
拠点
大阪事務所(東京事務所兼務)

主な取扱分野

コーポレート・M&A

一般企業法務 / M&A・企業再編・事業提携 / 会社訴訟・商事非訟・株主代表訴訟 / コーポレートガバナンス・株主総会 /

ベンチャー支援 / ESG・サステナビリティ

エネルギー・インフラストラクチャー

再生可能エネルギー / 環境価値取引 / 水素・アンモニア / 建設・インフラストラクチャー / 電力・ガス

サステナビリティ・ESG

サステナビリティ・ガバナンス / ビジネスと人権 / サステナブルファイナンス、ESG投資 / 環境

紛争解決

会社訴訟・商事非訟・株主代表訴訟 / 国際的紛争解決 / 労働訴訟・労働審判・労働委員会

国際法務

欧州 / 北米 / 国際契約 / 国際的紛争解決

産業別分野

不動産 / 環境

危機管理・コンプライアンス

ビジネスと人権 / グローバルコンプライアンス（海外子会社コンプライアンス）

ファイナンス・保険

ベンチャーキャピタル・ベンチャーファイナンス / プロジェクトファイナンス / 買収ファイナンス / 金融規制

行政

行政法

主な経歴

2012年　京都大学法学部卒業

2014年　京都大学法科大学院修了

2016年～2018年　森・濱田松本法律事務所

2022年　Georgetown University Law Center修了（LL.M., Certificate in Securities & Financial Law）
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2022年～2023年　Morgan, Lewis & Bockius LLP（New York）勤務

2024年　Heussen（Amsterdam）にて実務研修

2024年　Utrecht University School of Law修了（Master of Law and Sustainability in Europe）

主な役職・公職等

2025年～　京都大学大学院法学研究科附属法政策共同研究センター協力研究員（「環境と法」ユニット）

環境法政策学会 会員
アジア国際法学会日本協会（ASIAN SIL）会員
日本CSR推進協会 会員

執筆情報

2026.04.28 The Legal 500 Country Comparative Guides - Japan Environmental, Social and Governance

2026.04.10 M&amp;Aにおける気候変動関連リスクの考慮

2026.03.27 事業分野別に見るM&amp;Aの勘所［第14回］飲食店事業

2026.03.19 Japan’s 2026 plan to promote offshore wind energy in EEZ  (Japan Chapter)

2026.01.13 The Legal 500 Country Comparative Guides - Japan Project Finance

2025.05.06 事業分野別に見るM&amp;Aの勘所［第6回］太陽光発電事業

2025.02.15 ハーグ高等裁判所のGHG 排出量削減に関する判決と日本企業への影響

2025.01.14 The Legal 500 Country Comparative Guides - Japan Project Finance

2024.10.01 CSDDDの施行に伴い必要となる人権・環境デューディリジェンスの対応

2024.09.27 An Overview of the New Carbon Dioxide Capture and Storage Business Act

2024.07.01 Doing business in the Netherlands (日本語版)

2024.02.02 ゼロからわかるESG・サステナビリティ法務Q&amp;A

2023.12.25 ［連載／海外進出する企業のための法務］〔第9回〕気候変動と企業の訴訟リスク

2023.05.11 The Legal 500 Country Comparative Guides Japan Environmental, Social and Governance

2023.05.09 グリーンウォッシュや「反ESGの動き」の中で日本企業に求められる対応～M&amp;A時の法務DDや子会
社管理で重要なESG要素の検証

2022.12.14 洋上風力発電事業と漁業関係者の権利の調整

2022.09.26 【法務】ESGの新潮流とM＆A（大江橋法律事務所）／【第5回】環境と訴訟～世界中で急増する気候変
動関連訴訟を中心に

2020.04.01 債権法改正を踏まえた契約書法務

2019.05.21 海外販売店契約で頻発するトラブルとその対応策

2019.04.30 日本版司法取引の実務と展望 米国等の事情に学ぶ捜査協力型司法取引の新潮流

2019.04 再生可能エネルギー法制の動向　事業用太陽光発電の未稼働案件の滞留問題

2019.03.29 Renewable Energy Development: Handling of Non-operating Approved Commercial Photovoltaic Power
Generation Projects

2018.03 弁護士が精選！重要労働判例 - 第161回　医療法人社団E会（産科医の時間外労働）事件

2018.01 弁護士が精選！重要労働判例 - 第155回
学校法人原田学園（視覚障害者への職務変更命令の有効性）事件

2017.10 刑事弁護レポート～薬物密輸事件の裁判員裁判の差戻審で逆転無罪を獲得した事例

2017.07 裁判員裁判レポート～裁判員裁判の差戻審で逆転無罪を獲得した事例

2017.07 機関投資家の議決権行使方針及び結果の分析
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2017.04 機関投資家の動向を見据えた総会対策

2017.02 コードに対応したコーポレート・ガバナンス報告書の記載事例の分析 平成28年版

2016.11 平成28年版　コードに対応したコーポレート・ガバナンス報告書の記載事例の分析＜下＞

  

セミナー情報

2026.06.04 GX推進における金融機関の役割とトランジションファイナンス

2026.03.05 【会場／Zoom】気候変動と企業の責任について考える

2025.10.22 【オンラインセミナー】いまさら聞けない表明保証

2025.09.12 【オンラインセミナー】サステナビリティ領域におけるデュー・ディリジェンス対応の要点解説

2025.07.15～2025.08.14 【WEB配信】企業に求められる人権・環境デューディリジェンスの対応
～CSDDDその他の最新の法制度の内容についても解説～

2025.06.12～2025.09.06 【オンラインセミナー：録画配信】再エネ基礎連続セミナーシリーズ
第3回：開発段階に問題となる許認可等の基礎

2025.06.12 【オンラインセミナー】再エネ基礎連続セミナーシリーズ
第3回：開発段階に問題となる許認可等の基礎

2025.05.16 International Workshop:  The Rise of Climate State: Comparative Analysis on Climate Policy

2025.03.14 次世代の"ネクサス"と投資：Climate Week Japan

2025.03.07 【オンラインセミナー】CSDDD(欧州サステナビリティ・デューデリジェンス指令)の概要と日本企業に
求められる対応

2024.12.17～2025.01.30 【オンラインセミナー：録画配信】事業分野別M&Aセミナーシリーズ 第6回：太陽光発電事業

2024.12.17 【オンラインセミナー】事業分野別M&Aセミナーシリーズ 第6回：太陽光発電事業

2024.11.21 【オンラインセミナー】EUのサステナビリティ規制の動向～CSDDDとグリーンウォッシュの規制につい
て～

2024.08.22 【WEBライブセミナー】最新情報から見る人権・環境デューディリジェンスの実務対応

2024.07.22～2024.10.26 【オンラインセミナー：録画配信】オランダ法務入門

2024.07.19 【オンラインセミナー】オランダ法務入門

2024.01.19～2024.04.20 【オンラインセミナー：録画配信】海外進出する企業のための法務
第8回：気侯変動と企業の訴訟リスク

2024.01.19 【オンラインセミナー】海外進出する企業のための法務 第8回：気侯変動と企業の訴訟リスク

2023.04.07～2023.06.18 【オンラインセミナー：録画配信】ESG/サステナビリティ法務の最新動向：第5回
気候変動関連訴訟とグリーンウォッシュ

2023.04.07 【オンラインセミナー】ESG/サステナビリティ法務の最新動向：第5回
気候変動関連訴訟とグリーンウォッシュ

2022.11.07 立命館大学国際関係学部「International Human Rights」（2022年度秋学期）ゲストスピーカー

2019.07.18 紛争から学ぶM&Aの急所

2017.05 債権法改正と銀行実務（社内研修）

  

使用言語

日本語・英語
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